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○立川市防犯カメラの設置及び運用に関する条例施行規則 

平成17年２月15日規則第１号 

改正 

平成24年７月４日規則第18号 

平成28年12月13日規則第54号の３ 

令和５年２月20日規則第６号 

令和６年３月26日規則第27号 

立川市防犯カメラの設置及び運用に関する条例施行規則 

（目的） 

第１条 この規則は、立川市防犯カメラの設置及び運用に関する条例（平成16年立川市条例第40号。

以下「条例」という。）の施行について必要な事項を定めることを目的とする。 

（管理運用基準） 

第２条 条例第４条第１項に規定する管理運用基準は、次の各号に掲げる事項について定めなけれ

ばならない。 

(１) 防犯カメラの設置目的に関すること。 

(２) 防犯カメラの撮影対象区域に関すること。 

(３) 管理責任者等の設置に関すること。 

(４) モニター監視の有無に関すること。 

(５) 防犯カメラの表示に関すること。 

(６) 映像データの保管方法及び保管期間に関すること。 

(７) 映像データの安全管理措置に関すること。 

(８) 映像データの開示決定及びその方法に関すること。 

(９) 苦情処理に関すること。 

(10) 各種費用負担に関すること。 

(11) 前各号に掲げるもののほか、防犯カメラの適切な管理及び運用に関すること。 

（運用委員会） 

第３条 条例第４条第２項に規定する委員会（以下「委員会」という。）は、次の各号に掲げる事

項について定めなければならない。 

(１) 設置目的に関すること。 

(２) 所掌事務に関すること。 
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(３) 組織に関すること。 

(４) 委員の任期に関すること。 

(５) 委員長等の指定に関すること。 

(６) 会議に関すること。 

(７) 事務局に関すること。 

（管理運用基準及び委員会の届出等） 

第４条 条例第５条第１項前段の規定による届出は、当該届出に係る防犯カメラを設置しようとす

る日前30日までに、防犯カメラ管理運用基準制定届（第１号様式）により行わなければならない。 

２ 条例第５条第２項前段の規定による届出は、当該届出に係る防犯カメラを設置しようとする日

前30日までに、防犯カメラ運用委員会設置届（第２号様式）により行わなければならない。 

３ 前２項の規定による届出があったときは、その内容について審査し、その結果を防犯カメラ設

置承認・不承認通知書（第３号様式）により通知する。 

４ 条例第５条第１項後段及び第２項後段の規定による届出は、変更をしようとする日前30日まで

に、防犯カメラ管理運用基準・委員会届出内容変更届（第４号様式）により行わなければならな

い。 

（廃止届） 

第５条 管理責任者は、防犯カメラを廃止しようとするときは、防犯カメラ廃止届（第５号様式）

により市長に届け出なければならない。 

（表示） 

第６条 条例第８条第２号の定めによる表示は、防犯カメラ撮影対象区域における施設の主要な出

入口その他の必要な箇所に、同条の規定により表示すべき事項に係る文言を表示した書面その他

の物を公衆に見やすいように掲げることにより行うものとする。 

（映像データの情報提供の制限） 

第７条 条例第10条第３号の定めにより映像データ及び映像データに係る情報を提供しようとする

ときは、市長及び教育委員会が設置した防犯カメラにあっては立川市個人情報の保護に関する法

律施行条例（令和４年立川市条例第29号）第２条第１項に規定する市の機関（以下「市の機関」

という。）において、地域団体が設置した防犯カメラにあっては、個人情報の保護に関する法律

（平成15年法律第57号）の趣旨にのっとり、委員会においてその可否を決定しなければならない。 

２ 地域団体は、前項の規定により可否を決定したときは、防犯カメラ映像データ情報提供決定報

告書（第６号様式）により、速やかに市長に報告しなければならない。 
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（開示請求） 

第８条 条例第11条の規定により、映像データに本人のみが写っている場合は、市長及び教育委員

会が設置した防犯カメラにあっては市の機関において、地域団体が設置した防犯カメラにあって

は委員会において当該映像データを開示するものとする。ただし、本人のほかに本人以外の者が

映像データから識別される場合は、本人以外のものの基本的人権に留意し、開示するものとする。 

２ 地域団体は、前項の規定により開示又は非開示を決定したときは、防犯カメラ映像データ開示・

非開示決定報告書（第７号様式）により、速やかに市長に報告しなければならない。 

（苦情の申立て） 

第９条 条例第12条第２項に規定する苦情の申立ては、防犯カメラ設置等苦情申立書（第８号様式）

により行わなければならない。 

２ 前項に規定する苦情の申立てがあったときは、防犯カメラ設置等苦情処理記録簿（第９号様式）

に記録し、速やかに苦情の内容を審査し、その結果を防犯カメラ設置等苦情処理結果通知書（第

10号様式）により、当該申立てをした者に通知しなければならない。 

（委任） 

第10条 この規則の施行について必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成17年３月１日から施行する。 

附 則（平成24年７月４日規則第18号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成28年12月13日規則第54号の３） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和５年２月20日規則第６号） 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年３月26日規則第27号） 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 
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第１号様式（第４条関係） 
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第２号様式（第４条関係） 
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第３号様式（第４条関係） 
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第４号様式（第４条関係） 
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第５号様式（第５条関係） 
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第６号様式（第７条関係） 
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第７号様式（第８条関係） 
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第８号様式（第９条関係） 
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第９号様式（第９条関係） 
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第10号様式（第９条関係） 

 


